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4）不就学問題と少年非行
 　近年増加しているブラジル人少年の非行や犯罪の背景に、不就学問題があるとされている。日本語を学ぶ機会もなく、不就学のままで義務教育年齢を超過した少年たちは、就労も難しく、その結果非行や犯罪に走りやすい傾向があると指摘されている（100）。日本語の理解度が低く、日本の生活に不適応を起こしていると判断された外国人少年を収容する久里浜少年院においては、平成5（1993）年から平成14（2002）年の間の収容総数で、ブラジル国籍の少年が86％を占めるようになった（101）。同少年院では、平成5（1993）年に日本で初めて「国際科」を設け、基本的な日本語や社会習慣を身につけさせるプログラムを導入した。国際科では、少年たちの社会復帰を目指した学力や技術（フォークリフトの資格取得など）の習得、健康な心身の回復のため生活全般にわたる指導に加え、日本語指導（初級）も行っている。入院時には幼稚園レベルの日本語であった少年たちは、週4日、1日80分の日本語授業に加え、24時間日本語漬けの環境と退院後の就労への意欲から、日本語習得が迅速に行われていくという（102）。同少年院国際科では日本語の授業以外でも、生活に密着した場面（103）を想定したソーシャルスキルトレーニングを行い、日本語能力に加えて日本社会への適応力も身につけることを目指している。
 　少年院国際科におけるこの事例を見ても、子どもたちが来日後、早い時期に日本語を習得することの必要性が示唆される。特に日本語を学ぶ動機付けの点では、日本で就労するためには日本語能力は不可欠である、という将来展望を与える必要性があると考えられよう。
